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知事提案説明要旨 

 

Ⅰ はじめに 

ハイサイ、グスーヨ－、チューウガナビラ。 

令和７年第１回沖縄県議会の開会に当たり、議員各位の御健勝を心から

お喜び申し上げますとともに、日々の御精励に対し深く敬意を表します。 

 令和７年度当初予算案などの重要な議案の審議に先立ち、まず、県政運

営に当たっての私の所信の一端を申し述べ、議員各位及び県民の皆様の御

理解と御協力を賜りたいと存じます。 

 

第１に、県政運営に取り組む決意について申し上げます。 

今年は、戦後 80 年の節目の年であります。この間、沖縄は、多くの困難

な課題に直面する中で、県民各位や関係者の努力により、県民生活は着実

に向上してまいりました。一方で、歴史的、地理的、自然的な特殊事情に

起因する行政課題や自立的発展、豊かな住民生活の実現といった社会経済

面での課題、沖縄を取り巻くアジア・太平洋地域の複雑化する社会情勢等

の課題も明らかになっております。 

戦後 80 年を機に、これまでの歴史を振り返り、先の大戦における犠牲者

を追悼するとともに、長期的な視点に立って将来を見据えながら、未来へ

向け、平和で豊かな沖縄を実現するため、そして、復帰 50 年の節目に策定

した「平和で豊かな沖縄の実現に向けた新たな建議書」に込めた平和への

願いを叶えられるよう、心を込めて全力で取り組んでいく所存です。その

一環として、今年は、戦後 80 周年平和祈念事業を実施し、次世代を担う若

者をはじめ、多くの県民の「平和を考える機会」の創出や平和を希求する

「沖縄のこころ」の国内外への発信力強化など、未来へ向け、県民一人ひ

とり、さらには、沖縄を訪れる全ての人々を含めて、平和で豊かな沖縄を
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描いていけるよう、全庁体制で取り組んでまいります。 

一方、世界では、ロシアによるウクライナ侵攻やガザ地区におけるイスラ

エルとハマスとの紛争の長期化など、憂慮すべき事態が続いております。ア

ジア・太平洋地域の安全保障環境についても、中国の軍事力の強化、東シナ

海・南シナ海における現状変更の試み、台湾や朝鮮半島を巡る問題などが存

在する一方、東アジア地域における経済的な結びつきが密接な今日におい

て、平和的な外交・対話を通じた緊張緩和と信頼醸成がこれまで以上に必要

であると考えております。沖縄独自の歴史的・文化的特性等のソフトパワ

ーと国際ネットワークを最大限に活用することで、対話や交流、国際協力

などの平和的な手法で信頼関係の構築を図り、様々な主体と連携しながら

地域外交を推進してまいります。 

さらに、各主体が連携することで相乗効果を高め、総合力を発揮するこ

とにより、本県の国際関係施策を質・量ともに強化し、アジア・太平洋地

域の平和構築や相互発展へより積極的な役割を果たしてまいります。 

 

復帰から 50 年以上経た現在もなお、国土面積の約 0.6 パーセントに過

ぎない本県には、在日米軍専用施設面積の約 70.3 パーセントが集中し続

けており、日常的に発生する航空機騒音をはじめ、米軍人等による事件・

事故など、沖縄県民は過重な基地負担を強いられ続けています。また、こ

れらの広大な米軍基地は、市街地を分断する形で存在し、県経済の発展を

フリーズさせています。本県の基地負担の状況は異常であり、到底受忍で

きるものではないことから、県としては、引き続き、県民の目に見える形

で基地負担の軽減がなされるよう、取り組んでまいります。 

特に、普天間飛行場については、市街地の中心部に位置しており、航空機

事故への不安や騒音被害など、返還合意から 28 年が経過した今もなお、住

民に大きな負担を強いていることから、同飛行場の一日も早い危険性の除去
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は喫緊の課題であり、県民の強い願いであります。 

一方、政府が唯一の解決策とする普天間飛行場の辺野古移設については、

軟弱地盤の存在が判明し、提供手続の完了までに約 12 年を要するとされ、

更なる工期の延伸も懸念されることから、辺野古移設では、同飛行場の一日

も早い危険性の除去にはつながらないと考えております。 

県としては、引き続き、政府に対して対話により解決策を求める民主主義

の姿勢を粘り強く訴え、辺野古移設が唯一の解決策との固定観念にとらわれ

ることなく、普天間飛行場の速やかな運用停止を含む一日も早い危険性の除

去、県外・国外移設及び早期閉鎖・返還を実現するよう求めてまいります。

また、平成 25 年に県議会議長及び全 41 市町村の首長・議会議長等が「米

軍普天間基地を閉鎖・撤去し、県内移設を断念すること」を求めた建白書の

精神、これまでの県知事選挙や県民投票で県民が一貫して示してきた辺野古

新基地建設反対の思いを実現するため、全力で取り組んでまいります。 

 

令和４年 12 月、安全保障関連３文書といわれる「国家安全保障戦略」、

「国家防衛戦略」及び「防衛力整備計画」が閣議決定されたほか、昨年７月

の「２プラス２」共同発表では、南西諸島を含む日本全国における日米合同

演習及び施設の共同使用の更なる機会の追求等が示されております。 

アジア・太平洋地域の安全保障環境が厳しさを増しているとして、政府は

南西諸島への自衛隊の配備を進めておりますが、米軍基地が集中しているこ

とに加え、急激な配備拡張による抑止力の強化がかえって地域の緊張を高

め、不測の事態が生ずることを懸念しており、ましてや沖縄が攻撃目標にな

ることは、決してあってはならないと考えております。 

このため、本県における自衛隊の配備は、在沖米軍基地の整理縮小とあわ

せて検討することなどを政府に求めており、引き続き、軍転協等とも連携し

ながら、適切に対応していきます。 
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特に「特定利用空港・港湾」に関しては、整備に係る予算計上方法や整備

後の運用などについて県民に強い不安の声があることから、政府に対し、し

っかりとした説明を求めてまいりたいと考えております。 

  

私は、県知事に就任して以降、祖先（ウヤファーフジ）への敬い、自然

への畏敬の念、他者の痛みに寄り添うチムグクルを大切にするとともに、

「自立」「共生」「多様性」の理念の下、包摂性と寛容性に基づき、様々

な施策を推進してまいりました。 

今後も、「時代を切り拓き、世界と交流し、ともに支え合う平和で豊か

な『美ら島』おきなわ」の創造を基本理念とする「沖縄２１世紀ビジョン」

の実現を図り、本県の自立的発展と県民一人ひとりが豊かさを実感できる

社会の実現に向けて取り組むとともに、公約の３つの大項目、「県経済と

県民生活の再生」「子ども・若者・女性支援施策のさらなる充実」「辺野

古新基地建設反対・米軍基地問題」を中心とする各種施策の実現を図って

まいります。 

 

私は、誰もが輝き、誰もが尊重され、そして誰もが希望のうちに喜びを

見つけることが当たり前に実現する島、幸福が真に実感できる沖縄を目指

し、誰一人取り残さない、沖縄らしい優しい社会の実現に向けて、職員と

一丸となって、全身全霊で取り組んでまいります。 

 

第２に、県政運営に取り組む決意を踏まえた特に重要な政策について申

し上げます。 

世界経済は、持ち直しの動きが続くものの、米国の政策動向、中東地域

をめぐる情勢等の影響に十分注意する必要があります。 

我が国の経済は、成長と分配の好循環が動き始め、「賃上げと投資が牽
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引する成長型経済」への移行に向けた分岐点にあるとされており、政府に

おいては、地方経済の中長期的な成長力の強化に取り組むことが示されて

おります。 

本県経済においては、入域観光客数の増加など、コロナ禍からの回復が

続く一方で、長引く人手不足や物価高による県民生活や事業活動への影響

が懸念されております。 

さらに、今後は全国と同様に、本県においても人口減少が進むと推計さ

れております。 

このような状況を踏まえ、県としては、引き続き、国と連携しながら、

人手不足や物価高への対策等を行うとともに、本県経済の回復を確かなも

のとし、更なる成長につなげるよう取り組みます。また、人口減少のスピ

ードを緩和させつつ、活力ある持続可能な地域社会を実現するため、地方

創生に向けた各種取組を推進してまいります。 

 

令和７年度は、「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の策定から４年

目を迎えます。引き続き、沖縄振興策を強力に推進するとともに、中間年

度にあたる令和８年度に向け、これまでの施策の成果や課題等について、

経済団体をはじめとする県内各界各層の意見等を踏まえながら点検・評価

を行ってまいります。 

ＳＤＧｓについては、昨年 12 月にＳＤＧｓ全国フォーラムを開催し、県

内、国内外に向け「沖縄らしいＳＤＧｓ」の取組を発信するとともに、次

世代に繋がる持続可能な社会の構築を図る機会といたしました。引き続き、

ＳＤＧｓ達成への貢献と地域課題の解決に向けた施策の一層の充実強化を

図ってまいります。 

 

公約において掲げた６つの重要政策のうち、まず、「県民のいのちと暮
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らしを守る」について申し上げます。 

沖縄県の「新型インフルエンザ等対策行動計画」の改定や、医療機関等

との協定締結により医療提供体制の確保に取り組む等、将来の新興感染症

等発生に備えた感染症対策を強化してまいります。 

また、適切な価格転嫁・賃上げに向けた各種支援策に取り組むとともに、

成長型経済への移行を見据え、人材投資や生産性向上など、稼ぐ力の強化

に資する取組を進めてまいります。  

 

「辺野古新基地建設反対をつらぬく」について申し上げます。 

辺野古新基地建設に反対する県民の民意は、過去３回の知事選挙をはじ

め、平成 31 年２月に行われた辺野古埋立てに絞った県民投票において圧

倒的多数で明確に示されており、揺るぎない形で反対の民意が繰り返し示

されたことは、極めて重いものであります。 

しかしながら、政府は、辺野古移設が唯一の解決策であるとして、令和

５年 12 月 28 日、沖縄防衛局の埋立変更承認申請に対し、沖縄県知事に代

わって承認処分を行う代執行を行い、県民の民意を一顧だにせず工事を強

行しております。 

私は、県民の願いである普天間飛行場の一日も早い危険性の除去と早期

閉鎖・返還を日米両政府に求めるとともに、辺野古新基地建設の断念と対

話による解決を求める姿勢を堅持し、引き続き、全身全霊で取り組んでま

いります。 

 

 「子どもは沖縄の未来」について申し上げます。 

 社会の一番の宝であるこどもたちが、生まれ育った環境に左右されるこ

となく、生き生きと暮らせる誰一人取り残さないこどもまんなか社会の実

現を目指し、こども若者の意見表明や社会参画の取組を推進するとともに、
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引き続き、県政の最重要課題であるこどもの貧困解消に向けた取組を含む、

「沖縄県こども・若者計画（仮称）」に基づく総合的なこども施策を全庁

体制で力強く推進してまいります。 

「子どもの権利尊重条例」が目指す子どもの権利ファーストの理念の下、

こどもの成長段階に応じた切れ目のないきめ細やかな施策を展開するとと

もに、こどもの権利が侵害された場合の救済機関の設置に向けて取り組ん

でまいります。 

また、学校給食費無償化に向けた取組の第一歩として、中学生の学校給

食費の２分の１相当額を全ての市町村及び私立学校等に補助し、保護者の

経済的負担軽減に取り組んでまいります。 

 

「安全・安心の沖縄へ」について申し上げます。 

米軍基地周辺の河川や湧水等からＰＦＯＳ等が高濃度で検出されてお

り、米軍基地が汚染源である蓋然性が高いことから、情報の提供、基地内

への立入調査、国及び米軍による原因究明調査と対策の実施並びに環境保

全に関する国内法の適用や環境条項の新設など日米地位協定の抜本的な見

直しを求めてまいります。 

県民の命と健康に関わる水道水については、引き続きＰＦＯＳ等低減化

について取り組み、県及び市町村の対策に係る費用負担を国に求めてまい

ります。また、抜本的な解決に向けて、基地由来の蓋然性が高いＰＦＯＳ

等の汚染原因の特定をはじめ、国や米軍による低減化の対策を実施するよ

う求めてまいります。 

東日本大震災や能登半島地震を教訓とするとともに、昨年６月及び 11

月の本県における大雨災害など、近年の大雨や台風等の災害が激甚化、頻

発化している傾向も踏まえ、知事公室に危機管理課と消防防災対策課の２

課を設置し、危機事象発生時及び災害時の体制強化を図ってまいります。 
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様々な危機事案に迅速かつ的確に対応し、県民の生命、身体及び財産の

保護並びに生活の安全の確保ができるよう、災害対策本部機能を備えた防

災危機管理センター棟（仮称）を整備します。 

 離島振興については、離島振興なくして沖縄の振興なしという考えの下、

引き続き県政の最重要課題と位置付け、交通・生活コストの負担軽減、防

災体制の強化、医療体制の充実・確保など、定住条件の整備のほか、移住

定住の促進、関係人口の創出等に取り組んでまいります。また、市町村、

関係団体等とも連携し、離島町村等における持続可能な行政サービスの提

供体制の構築に取り組みます。 

 

「自然環境と文化・伝統が調和する沖縄」について申し上げます。 

直近の、世界の年平均気温が観測史上最高を記録するなど、深刻化する

地球温暖化に対し、本県においても、2050 年度二酸化炭素排出量実質ゼロ

の実現に向け、クリーンエネルギーの導入を促進するほか、電動車への補

助拡充等に取り組みます。 

また、生物多様性に富んだ豊かな自然環境を次世代へ継承するため、自

然環境の保護・保全に取り組むとともに、国立沖縄自然史博物館の設立・

誘致の早期実現に向けて県全体が一丸となる取組や、世界自然遺産地域の

保全と利用の両立を図るための適正管理を推進するほか、昨年 12 月に成立

した動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、人と動物が共生する社会

の実現のための施策を充実・強化してまいります。 

文化と伝統については、琉球王朝時代より培われてきた伝統文化を継承

・発展させるため、引き続き、沖縄の伝統文化のユネスコ無形文化遺産登

録に向けた取組の推進や、沖縄文化の基層である「しまくとぅば」の保存

・普及・継承の促進に取り組みます。加えて、「沖縄県文化芸術振興基金」

を設置し、安定的な財源のもと、担い手を育て、文化芸術のさらなる振興
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・発展を図ります。 

また、首里城の復興については、令和８年の正殿完成に向けて、寄付金

を活用した製作物の復元や伝統的な建築等に係る人材育成、首里
す い

杜
むい

地区の

歴史まちづくりの推進のほか、安全性の高い公園管理体制の構築等のプロ

ジェクトに引き続き取り組んでまいります。 

 

「限りない沖縄の可能性を未来へ」について申し上げます。 

「稼ぐ力」の強化のため、産業ＤＸの推進や、企業連携、スタートアッ

プの育成等によるイノベーションを促進するとともに、国内外への市場開

拓や、域内経済循環の拡大、収益力強化を図る施策を総合的に展開してま

いります。 

また、沖縄観光の更なる振興及び持続可能な観光地の形成に向けて、好

調な国内観光需要の継続的な確保、アジア市場はもとより、欧米豪等の海

外からの戦略的な誘客及び受入体制の強化に取り組みます。 

大型ＭＩＣＥ施設整備については、早期の再公告に向けた手続を進める

とともに、地元町村と連携しながらマリンタウンＭＩＣＥエリアの形成に

取り組んでまいります。 

食料の安定供給の確保に向けた農林水産物の生産拡大や環境負荷低減に

向けた取組を推進するとともに、観光産業等との連携による域内経済循環

の拡大に取り組んでまいります。 

さらに、県民や観光客の移動利便性を向上させ、交通の空白やストレス

がなく、効率的に移動できる環境を構築するため、路線バス等の既存の交

通リソースのポテンシャルを最大限に引き出すとともに、鉄軌道とフィー

ダー交通が連携する有機的な公共交通ネットワークの構築に取り組んでま

いります。 

特に社会課題となっている中南部都市圏の交通渋滞など、交通に関わる
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諸問題の解決に向けては、様々な民間団体等の声を取り入れつつ、戦後 100 

年を目標に、公共交通の将来像を県民の皆様と描く、ビジョンリード型の

新たなモビリティ構想の策定に着手するなど、県民の豊かな暮らしの実現

を目指してまいります。 

 

 職員一人ひとりが仕事と家庭を両立し、安心して働くことができる職場

環境の実現に向け取り組むとともに、若手職員をはじめとする職員の「自

由」で「独創的」な発想を各種施策に積極的に取り入れ、職員の働きがい

に繋げてまいります。また、公務の遂行にあたっては、令和２年２月に策

定した「沖縄県内部統制に関する方針」に基づき、職員一人ひとりが関係

法令を遵守しながら、適正な行政運営に取り組んでまいります。 

 

第３に、内閣府予算案及び税制改正について申し上げます。 

  令和７年度内閣府沖縄振興予算案においては、約 2,642 億円が確保さ

れ、沖縄振興公共投資交付金が増額されたほか、航空関連産業クラスター

形成促進に向けた事業などが新たに盛り込まれました。 

また、令和７年度税制改正においては、沖縄関係税制６項目について２

年延長されるとともに、特例措置の一部が拡充されました。 

県としては、沖縄振興予算及び税制を積極的に活用し、沖縄の自立的発

展と県民一人ひとりが平和で誇りある豊かさを実感できる社会の実現に向

けて取り組んでまいります。 
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Ⅱ 令和７年度の施策の概要について  

 次に、これまで申し上げた取組に加え、令和７年度に主に取り組んでい

く施策の概要について、御説明申し上げます。 

第１は、「経済分野」に関して―新時代沖縄の到来の視点―であります。 

まず、企業の「稼ぐ力」の強化と産業の振興について申し上げます。 

県民所得の着実な向上を図るためには、企業の稼ぐ力の強化や持続的な

成長型経済への移行を見据えた取組を進め、成長と分配の好循環を実現す

ることが重要であります。 

このため、中小企業者等の支援については、経営基盤の強化に向け、収

益力向上、経営革新など持続的な成長や経営課題の改善を促す取組を推進

してまいります。 

「稼ぐ力」の強化に向けては、「おきなわブランド戦略」を推進し、農

林水産・商工・観光分野の地域産業間連携を促進してまいります。 

また、リゾテックおきなわの推進により産業ＤＸを加速化させるととも

に、官民連携で開催する国際ＩＴ見本市等を通じて、他産業とのビジネス

交流機会を創出してまいります。 

情報通信産業については、商品・サービスの高付加価値化、新たな市場

への展開や高度な開発案件の受注の促進、ＩＴ人材の育成・確保等の推進

等により、生産性の高い産業構造へ転換を図ります。 

沖縄がアジアにおけるスタートアップの創出・成長拠点となれるよう、

グローバルに活躍するスタートアップの創出・育成を目指し、海外展開支

援等に取り組みます。 

テストベッド・アイランドの形成に向けて、先端的な技術やサービスの

社会実装を目指す実証実験プロジェクトの支援に取り組むとともに、企業

間の連携等によるオープンイノベーションの取組を支援することで、新た

なビジネスの創出や地域課題の解決につなげてまいります。 
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産学官金の有機的な連携によるイノベーション・エコシステムの構築に

向け、ＯＩＳＴや琉球大学をはじめとする県内大学等が実施する産学連携の

共同研究支援や、その研究成果の企業への技術移転の促進に取り組んでまい

ります。 

ものづくり産業については、生産性の向上や企業連携による製品開発、

受発注の促進に取り組むとともに、「伝統的酒造り」がユネスコ無形文化

遺産に登録されたことを契機とし、泡盛の更なる販路拡大に繋がるよう、

業界が行う自立に向けた取組を引き続き支援します。バイオ産業分野では、

産学官金の連携のもと、事業化支援や人材確保に取り組みます。工芸産業

分野では、事業者の経営基盤強化や販路開拓支援等の取組に加え、戦後 80

年を記念した工芸展をおきなわ工芸の杜において開催します。 

域内経済循環の促進については、付加価値の高い製品開発や生産性向上

に資する取組への支援に加え、県内の企業連携による受発注の促進等に取

り組むことによって、域内自給率の向上につなげてまいります。 

国内外への市場拡大については、高付加価値県産品の創出や新たな商流

の構築に向けた取組の支援など、グローバルマーケットへのビジネス展開

を戦略的に推進してまいります。 

国際物流拠点の形成を推進するため、那覇空港における輸送モデルの拡

充等、航空物流ネットワークの充実に取り組みます。 

また、那覇空港におけるＭＲＯ格納庫の拡張調査を行うなど、航空関連産

業クラスターの形成に向け取り組んでまいります。 

さらに、下地島空港等の離島空港を活用した航空・宇宙関連産業の展開を

推進します。 

 

世界から選ばれる持続可能な観光地の形成について申し上げます。 

地域社会、経済、環境の３つの側面において適切なバランスを長期的に
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維持し、旅行者・観光客と地域・住民が価値を共有するサステナブル／レ

スポンシブルツーリズムの推進を図ってまいります。 

高付加価値な観光資源開発を支援し、富裕層インバウンドを取り込むと

ともに、ＤＸの活用による多彩かつ質の高い観光の推進、災害時等におけ

る観光危機対策の強化に取り組みます。 

受入体制の強化を図るため、観光人材の育成・確保、観光地間を結ぶバ

スへの支援、観光２次交通結節点の設置などに取り組みます。 

北部地域における新たなテーマパークの開園にかかる交通環境の整備及

び交通利便性の維持向上に向け、引き続き関係者及び関係市町村等と連携

してまいります。 

沖縄観光の更なる振興に向け「観光目的税（仮称）」の導入に向けて、

引き続き調整を図ります。 

 過去の国際大会の開催で得たノウハウやレガシーを活用した「ラグザス 

presents 第 32 回 Ｕ-18 野球ワールドカップ」の開催支援や、戦後 80 年

の節目に沖縄から世界へ平和を発信することで、沖縄らしいスポーツコン

ベンションの推進に取り組むとともに、Ｊリーグ規格スタジアムの整備に

ついては、実施方針の策定を進め、令和 13 年度の供用開始を目指して取り

組んでまいります。 

 令和 16 年度に本県で開催予定の国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ

大会に向け、「国スポ・全スポ大会準備室（仮称）」を設置し、取組を進

めてまいります。 

 沖縄国際海洋博覧会の開催から 50 周年を迎えることから、これまでの

50 年を振り返るとともに、沖縄県の未来への発展に向けて記念事業を実施

します。 
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農林水産業の振興について申し上げます。 

本県の気候や地理的特性を最大限に生かした、魅力と活力ある持続可能

な農林水産業の実現に向け、おきなわブランドの確立、輸送コストの低減

対策や戦略的な販路拡大・高付加価値化等による域外所得獲得力の向上に

取り組んでまいります。 

さとうきびについては、生産性向上を図る取組や、老朽化した製糖工場

設備の整備等を推進してまいります。 

また、担い手の育成・確保や経営力強化に向けた取組、特殊病害虫等の

侵入防止や特定家畜伝染病対策の強化、生産性の向上に資するスマート農

林水産技術の開発と普及、県内ホテル・飲食店等との連携による地産地消

の推進、農山漁村地域における各種ツーリズムに係る取組の支援、地域特

性に応じた基盤整備や農山漁村地域の強靱化対策を推進し、生産性と収益

性の向上に取り組んでまいります。 

  畜産業については、生産基盤の強化、産業獣医師の確保、飼料自給率の向

上等による畜産農家の経営安定化に向けた取組など、各種施策を推進してま

いります。 

 林業については、自然環境に配慮した森林施業
せぎょう

のほか、県産きのこ類の

生産振興等、持続可能な林業の推進に向け、取り組んでまいります。 

 水産業については、持続可能な資源管理型漁業や沖縄型のつくり育てる

漁業の振興を図ってまいります。 

また、引き続き、日台漁業取決め及び日中漁業協定の見直しを求めると

ともに、地域外交の一環としてパラオ共和国等との水産技術交流等を着実

に進めてまいります。 

  

働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進について申し上げます。 

人手不足への対応については、「人手不足対策アクションプラン」に基
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づき、若年者、女性、高齢者、障害者など多様な人材の活躍促進や、ＵＩ

Ｊターン者の県内企業への就職を促進します。 

また、企業に対しては、正規雇用化の支援や外国人材の受入環境整備等

を図るほか、各取組の好事例を周知するなど、企業等における人手不足対

策を促進するとともに、ワーク･ライフ･バランスや、男性の育児休業取得

を促進するなど、働きやすい環境づくりに取り組みます。 

県内企業の稼ぐ力の強化とあわせて、奨学金返還支援や人材育成企業認

証制度、所得向上応援企業認証制度の普及拡大など、積極的な人材投資や

所得向上につながる取組を推進します。 

人材育成については、企業等が行う社員研修やリスキリングの取組を支

援するとともに、デジタルリテラシーの向上やＤＸ推進リーダーの育成等

に取り組みます。 

教育分野においては、創造性・国際性に富み、変化に対応できる人材を

育成するため、外国語・国際理解教育、情報教育、科学技術・理数教育の

推進に取り組んでまいります。 

また、産学官相互が恒常的に対話し地域課題の解決を図る「地域連携プ

ラットフォーム（仮称）」の構築に向け、準備会合を開催するなど引き続

き大学等と連携してまいります。 

 

自立的発展の実現に向けた基盤整備について申し上げます。 

「沖縄県ＤＸ推進計画」のもと、職員のデジタルリテラシー向上やデジ

タル人材の育成に取り組むとともに、外部の知見も活用しながら、生活、

産業、行政など、様々な分野のＤＸを推進します。 

ＰＰＰ／ＰＦＩの推進について、部局横断的に対応するためのマトリッ

クス組織を企画部に設置し、部局間の横串機能を強化することで、各事業

の着実な進展を図ってまいります。 
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過度な自家用車利用から公共交通利用への転換を図るため、沖縄都市モ

ノレール３両車両の追加導入及び新車両基地の整備に取り組むとともに、

引き続き、県民が路線バスを乗車体験する機会を創出します。また、市町

村及び交通事業者と協力し、基幹バスシステムの導入や交通結節点の整備

促進など、切れ目のないシームレスな交通体系の構築に取り組むとともに、

バスやタクシー等の運転手等の確保に取り組んでまいります。 

「ハシゴ道路」ネットワークの構築を図るため、国が実施する沖縄西海

岸道路や那覇空港自動車道等の整備を促進し、県が実施する南部東道路、

県道浦添西原線、池武当ＩＣ等の整備を推進します。また、主要渋滞箇所

における渋滞ボトルネック対策についても取り組んでまいります。 

那覇港については、新港ふ頭地区の整備促進や浦添ふ頭地区の早期整備

に向けた取組など、沖縄県の持続可能な発展の推進力となる「みなとづく

り」に取り組みます。 

中城湾港については、新港地区における港湾機能の強化・拡充、泡瀬地

区におけるスポーツコンベンション拠点の形成等に向けて取り組みます。 

防災面での機能も併せた電線共同溝により、離島地域を含めた無電柱化

を推進するとともに、街路樹等の適正管理及び官民連携を推進し、良好な

沿道景観の創出に取り組んでまいります。 

県土の均衡ある持続可能な発展に向けた「沖縄県東海岸サンライズベル

ト構想」を踏まえ、東海岸地域の特性や豊かな歴史・文化資源、自然環境

などの強みを最大限に生かし、各種取組を推進してまいります。 

   

第２は、「平和分野」に関して―誇りある豊かさの視点―であります。 

まず、米軍基地から派生する諸問題の解決と駐留軍用地の跡地利用につ

いて申し上げます。 

米軍基地が集中することにより、沖縄県民は過重な基地負担を強いられ
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続けています。普天間飛行場、嘉手納飛行場やその他の訓練場の周辺住民

は、昼夜を問わない訓練等により、騒音などに苦しめられ続けています。

特に嘉手納飛行場では、騒音や悪臭、外来機の度重なる飛来やパパループ

の一時使用、無人偵察機の配備に加え、ＳＡＣＯ合意を無視するかのよう

にパラシュート降下訓練が恒常的に行われている状況です。また、米軍人

等による事件・事故も跡を絶たず、令和５年 12 月以降、米軍人による女性

への性的暴行事件は５件が送致され、そのうち３件が起訴されています。 

このような凶悪な犯罪が跡を絶たない背景には、日本側が裁判権を持つ

場合でも、原則、米軍人である被疑者の身柄が、起訴前に日本側に引き渡

されない旨を規定する日米地位協定にもあると考えています。米側に裁量

を委ねる形となる運用改善では不十分であり、同協定の抜本的な見直しが

必要であると考えているため、沖縄県が平成 29 年度から令和４年度にか

けて実施した他国地位協定調査の結果を活用しながら、引き続き、全国知

事会や渉外知事会等とも連携して取り組んでまいります。 

昨年 12 月、在沖米海兵隊のグアム移転について、県内の海兵隊員約 100

名が移転を開始するとの発表がありましたが、具体的な移転スケジュール

等は示されておりません。沖縄県としては、引き続き明確な移転計画を示

すとともに、一日も早くグアム移転が完了するよう、確実な実施を求めて

まいります。 

普天間飛行場については、引き続き、普天間飛行場負担軽減推進会議等

において、同飛行場の速やかな運用停止を含む一日も早い危険性の除去、

県外、国外移設及び早期閉鎖・返還を日米両政府に求めてまいります。 

辺野古新基地建設問題については、引き続き、政府に対し対話による解

決策を求めるとともに、トークキャラバン等を通じ、辺野古新基地建設に

反対する県民世論及びそれを踏まえた私の考えを広く国内外に伝え、問題

解決に向けた国民的議論を喚起し、理解と協力を促してまいります。 
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昨年 11 月の有害物質と廃棄物に関する国連特別報告者マルコス・Ａ・オ

レリャーナ氏の招へいにおいては、関係者との面談、米軍基地周辺の現地

視察等を通して、ＰＦＡＳ等の米軍基地から派生する環境問題などの現状

を理解していただくことができ、今後も国連の場等において沖縄の問題を

取り上げていただくことが期待されます。 

引き続き、国連関係者や海外有識者等の沖縄への招へいに取り組むとと

もに、国際社会に対して、沖縄の基地負担の軽減や辺野古新基地建設問題、

基地から派生する諸問題の解決の必要性を訴えてまいります。 

また、法定受託事務について、地方公共団体が自ら責任を持って行った

処分を国が裁決で取り消す「裁定的関与」を認めている現行の法制度は公

平・公正なものとは言えず、憲法に定める地方自治の本旨をも形骸化させ

る重大な問題を生じさせていることから、全国知事会と連携し、地方自治

法等の改正による「裁定的関与」の見直しを国に対して強く求めてまいり

ます。 

沖縄の基地問題の解決を図るためには、日本政府のみならず、一方の当

事者である米国政府に対しても沖縄県自らが直接訴えることが重要である

と考えております。 

これまでも、訪米活動やワシントン駐在の活動等を通じて、普天間飛行

場の現状と辺野古新基地建設の技術的課題をはじめ、米軍基地周辺のＰＦ

ＯＳ等の問題、米軍人軍属による事件・事故の発生状況などを説明してき

たところであり、このような取組に加え、今月には、アメリカン大学教授

のピーター・カズニック氏を招へいし、基地問題を考えるシンポジウムを

開催したところです。 

同氏におかれては、今後、米国内において、沖縄の基地問題に関する情

報発信をしていただくことが期待でき、これにより基地問題の解決の促進

が図られるものと考えております。 
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今後も、連邦議会議員等との継続的な意見交換やネットワークを構築す

ることが重要と考えており、引き続き、ワシントン駐在において、米国内

での情報収集や情報発信等に取り組むとともに、私が適切な時期に訪米し、

米国政府、連邦議会議員の理解と協力を得るため、沖縄の米軍基地問題の

実情等を訴えてまいりたいと考えております。 

航空機騒音については、嘉手納、普天間飛行場周辺において測定・監視

調査を実施するとともに、夜間における実態も把握し、日米両政府に対し

て騒音の軽減を強く求めてまいります。 

また、ＰＦＯＳ等の環境中の残留状況については、米軍基地周辺で高濃

度で検出されていることから、引き続き調査を行ってまいります。 

多様な発展可能性が潜在する返還予定地について、関係市町村等と連携

し、県土構造の再編につながる跡地利用に向けた取組を推進します。 

尖閣諸島を巡る問題については、中国海警船の接続水域における年間航

行日数が昨年、過去最多を記録するなど、我が国の領土・主権を侵害しか

ねない行為が頻繁に生じております。 

昨年 11 月の日中首脳会談においては、石破総理が尖閣諸島を巡る情勢

等について深刻な懸念を伝え、中国側の対応を求めるとともに、「建設的

かつ安定的な日中関係」の構築という大きな方向性を共有していることが

確認されております。 

沖縄県としては、引き続き、関係機関と連携を図り、日本政府に対し、

冷静かつ平和的な外交・対話を通じて日中関係の改善を図ること等を求め

てまいります。 

 

地域外交の推進について申し上げます。 

令和７年度は、米国ハワイ州との姉妹提携 40 周年に当たることから、両

地域において記念式典等を開催し、様々な交流事業を実施します。 
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また、中国福建省との友好県省、韓国済州特別自治道との友好協力都市

協定、パラオ共和国とのＭＯＵなどに基づく相互交流を進めるとともに、

昨年、オブザーバー加入した北東アジア地域自治体連合（ＮＥＡＲ
ニ ア

）のネ

ットワークを活用した取組を進めてまいります。また、県の海外事務所の

さらなる活用により、アジア太平洋地域との連携を促進してまいります。 

さらに、市町村や民間団体等との協働により様々な分野における国際的

な取組を促進するとともに、ＪＩＣＡをはじめとする支援機関との連携に

より、太平洋島しょ国・地域への国際協力や南米等のウチナーネットワー

クを活用した取組を推進します。 

加えて、駐日外国公館と連携した取組を進めるとともに、国連やＡＳＥ

ＡＮなどの国際機関との関係構築を図ることにより、国際社会における沖

縄のプレゼンスを高め、国際機関や国際会議の誘致等につなげることを目

指します。 

併せて、沖縄県が主導する国際会議「万国津梁フォーラム」を開催し、

地域の安全保障や軍縮、海洋問題、災害支援、そして環境や医療、人権問

題等の人間の安全保障などについて、国内外有識者等による会議やシンポ

ジウムを通して沖縄を対話の場とするべく取り組んでまいります。 

 

平和を希求する「沖縄のこころ」の発信と継承について申し上げます。 

今年は沖縄戦終結から 80 年を迎えるにあたり、戦後 90 年、100 年とい

った長期的な視点に立ち、「恒久平和に向けたビジョン（仮称）」の策定

に向けた取組を推進するほか、沖縄戦の実相・教訓を正しく次世代に伝え

ていくため、平和祈念資料館のリニューアルに向けた取組、平和の礎の発

信力強化、平和学習の充実、次世代へ語り継ぐ担い手の育成・確保等の取

組を推進してまいります。 

第 32 軍司令部壕については、戦争体験や教訓の風化が懸念される中、
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戦争の不条理さ、残酷さ、平和の尊さを次世代に伝える「物言わぬ語り部」

としての同壕の保存・公開に向けた取組を進めていきます。 

沖縄全戦没者追悼式においては、国連事務次長や沖縄戦犠牲者の関連国

・地域にゆかりのある若者を招待するなど、平和への強い思いを県内外へ

発信するほか、県が建立したサイパンやフィリピンの慰霊塔への参拝や、

戦没者の慰霊を通じ、平和の尊さの継承を図ります。 

 

ウチナーネットワークの継承・発展・強化、多文化共生社会の構築につ

いて申し上げます。 

ウチナーネットワークの継承・発展・強化に向け、国内外のウチナーン

チュとの絶え間ない交流や、交流の架け橋となる人材育成、新たな国や地

域との交流促進に取り組みます。 

加えて、南米のウチナーネットワークとの連携強化を図るための連絡事

務所や、世界のウチナーンチュの心の拠り所となる「世界ウチナーンチュ

センター（仮称）」の設置に向けた取組を進めてまいります。 

また、多文化共生社会の構築に関する万国津梁会議の提言を踏まえ、在

住外国人等が住みやすい地域づくりや県民の異文化・国際理解促進等、幅

広い分野の交流推進に取り組みます。 

 

心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくりについて申し上げます。 

全ての県民の尊厳を等しく守り、互いに尊重し合う共生の社会を目指し、

パートナーシップ制度を導入するなど、多様な性の尊重や不当な差別のな

い社会の形成に関する施策を推進してまいります。 

女性があらゆる分野で活躍できる社会づくりのため、女性のスキルアッ

プや、ジェンダー平等の意識啓発等を推進するとともに、ＤＶや性暴力、

国際的な家庭問題等、様々な困難を抱える女性への支援について、相談支
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援体制の充実に取り組みます。 

「沖縄県犯罪被害者等支援計画」に基づき、犯罪被害者等見舞金制度な

どの犯罪被害者等支援に関する各種施策の推進に取り組むとともに、消費

者啓発・教育の推進、市町村の消費生活相談体制の充実に取り組みます。 

多様化し深刻さを増す特殊詐欺やサイバー空間の脅威等に対処し、社会

の変化に対応する警察基盤を構築するほか、交通事故のない沖縄県を目指

し、関係機関と協力して交通ルール・マナーの遵守及び飲酒運転根絶の取

組を推進します。 

また、ＤＶ・ストーカー・虐待事案の未然防止や水難事故防止対策など、

部門横断的な取組を推進するほか、「ちゅらさん運動」に基づく犯罪抑止

対策を一層深化させます。 

加えて、観光客に安全・安心なマリンレジャーを提供するため、海の危

険性及び正しい知識を周知広報するとともに、自然海岸及び宮古・八重山

圏域等での巡回を強化し、水難事故防止に向けて取り組んでまいります。  

大規模災害等に備えた強くしなやかな県土づくりに向けては、道路、港

湾、河川、砂防関係施設、海岸保全施設等社会基盤の計画的な整備や補修

・更新・耐震補強等のハード対策と併せて、河川流域全体で関係者が協働

し水害を軽減させる流域治水など防災・減災対策に取り組むほか、民間施

設などの耐震化に向けた取組を推進します。また、災害を未然に防止する

ための河川の浚渫
しゅんせつ

や道路の予防保全に取り組むとともに、災害が起きた際

には、迅速な応急対応ができるよう体制整備に取り組んでまいります。 

防災対策の強化については、災害時における備蓄物資等の避難所までの

輸送を円滑に実施するためのマニュアルを作成するとともに、災害への即

応体制を整えるため、対策本部等の設置基準等の見直しを進めるほか、消

防防災ヘリの導入に向け取り組んでまいります。 

戦後処理問題については、不発弾処理及び所有者不明土地問題の早期解



23 

 

決に向け取り組みます。また、戦没者の遺骨収集については、国と連携す

るとともに、戦没者遺骨収集情報センターの周知を積極的に行うなど、さ

らなる推進を図ってまいります。 

 

第３は「生活分野」に関して―沖縄らしい優しい社会の構築の視点―で

あります。 

まずは、子育て支援・福祉サービスの充実について申し上げます。 

家庭の経済状況によって、こどもたちの学びや体験に格差が生じないよ

う「沖縄こどもの未来県民会議」と連携して、児童養護施設退所者等への

給付型奨学金や、新たな体験メニューの創出に取り組むとともに、食品等

の安定供給体制の整備によるつながる仕組みの構築、放課後児童クラブの

設置促進など、こどもの安全・安心な居場所等の設置・拡充や、無料塾な

どの多様な学習支援に取り組みます。 

全てのこどもの健やかな育ちと子育てを支えるため、乳幼児期における

質の高い教育・保育の提供や、子育て世帯のニーズや地域の実情に応じた

多様な子育てサービスの提供に取り組むとともに、ひとり親家庭等の生活

の支援、就労や雇用の質の改善等、生活の安定と自立に向けた取組を推進

します。 

若年妊産婦等に切れ目なく支援を行うため、こども家庭センターの設置

促進等、相談支援体制の強化を図るほか、関係機関と連携し、社会生活を

営む上での困難を有するこども・若者やその家族等に対する多角的な支援

に取り組みます。また、先天性疾患の早期発見のための新生児マススクリ

ーニング検査の拡大を図ります。 

待機児童の解消に向けて、保育士等の処遇改善状況を把握するための給

与の見える化や負担軽減などの労働環境等の改善に取り組むとともに、認

可外保育施設を含めた幼児教育・保育の安全確保と質の向上に取り組みま
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す。 

こどもの最善の利益を念頭に、児童虐待防止に向けた取組を推進すると

ともに、ヤングケアラーの支援、児童相談所等の更なる体制強化に取り組

むほか、里親支援センターとの連携による里親委託の推進と里親等への支

援の充実、児童養護施設等の退所者の自立支援等に取り組みます。 

近年増加傾向にあるこどもや若者の自殺対策を強化するため、多職種の

専門家で構成される「こども・若者の自殺危機対応チーム」を設置し、学

校など地域の支援機関への助言等に取り組んでまいります。 

また、非行防止活動や立ち直り支援により、少年の健全育成に取り組み

ます。 

地域住民の抱える課題が複雑化・複合化する中、従来の支援体制では対

応が難しい狭間のニーズに対応するため、市町村と共に地域共生社会の実

現に向けた属性を問わない包括的な支援体制の構築支援に取り組んでまい

ります。 

高齢者が地域とのつながりのもとで活動を選択し、必要な支援を受けな

がら自分らしく暮らし続けられる「地域包括ケアシステム」の深化・推進

を図るため、地域の多様な主体が連携・協働して行う高齢者への支援を促

進するとともに、認知症施策、保健医療と介護の連携強化、特別養護老人

ホーム等の整備、介護人材確保や生産性向上等の支援など介護サービス等

の充実に取り組んでまいります。 

障害のある人が安心して暮らし地域社会に参画していくために、合理的

配慮の提供を含めた障害のある人に対する県民理解の促進や相談支援の充

実等に取り組んでまいります。 

 

医療の充実・健康福祉社会の実現について申し上げます。 

医療の提供体制の充実・確保に向けては、地域で必要な医療ニーズ等を
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踏まえ、不足が見込まれる機能の病床の整備や地域医療連携体制の強化な

どに取り組むとともに、北部、離島地域の医師確保及び県内全域における

医師の診療科偏在の解消、看護師等の確保と資質向上などに取り組んでま

いります。 

薬剤師確保については、奨学金返還額の一部助成など薬学生・卒業生の

Ｕ・Ｉターン就職を推進するとともに、県内国公立大学への薬学部設置の

実現に向け取り組みます。 

北部地域については、公立沖縄北部医療センター整備工事の早期着手、

運営主体となる財団法人設立による開院準備推進等に取り組み、離島地域

については、へき地医療拠点病院を拡充するなど、離島診療所への医師派

遣や専門医による巡回診療などによる医療提供体制の確保、離島患者の経

済的負担の軽減などに取り組んでまいります。 

県立中部病院については、経営状況を勘案しつつ、将来構想に基づき、

機能強化を含めた建替えに取り組んでまいります。 

将来こどもを持つことを希望する若いがん患者に対して、出産可能性の

温存、温存後の生殖補助医療に要する費用の一部を助成し、経済的な負担

の軽減を図ります。 

感染症対策については、県民への正しい知識の普及啓発や、あらゆる感

染症に対応できる検査体制を迅速に構築できる環境整備、各種予防接種の

接種率向上、結核のまん延防止等に取り組んでまいります。 

県民の健やかな暮らしを支えるため、働き盛り世代の健康状態の改善に

向けた「健康経営」をより一層推進し、官民で連携した健康づくりに取り

組むとともに、沖縄県口腔保健支援センターの取組や障害者施設での歯科

保健指導等、歯科口腔保健対策の強化を図り、県民一人ひとりが健康的な

生活習慣を実践できる環境整備に取り組みます。 

食を通した健康づくりを推進する食生活改善推進員の活性化を図るた
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め、令和７年度全国食生活改善大会及び第 55 回全国食生活改善推進員協議

会全国大会を開催し、沖縄県のよりよい健康づくりに寄与できるよう取り

組んでまいります。 

 

生活基盤及び生活環境の充実・強化について申し上げます。 

昨年 10 月からの水道料金改定を踏まえ、施設の効率的な運用の検討な

ど、より一層の経営合理化に取り組むとともに、水道水の安定供給を図る

ため、県及び市町村の老朽化した水道施設の着実な更新や耐震化、本島周

辺離島８村の水道広域化に取り組むほか、令和７年度の料金については、

県民負担の軽減を図るため、令和６年度に引き続き減免を継続してまいり

ます。 

また、持続可能な下水道サービスの提供に向けて、引き続き、施設の更

新・耐震化、浸水対策、汚泥等の活用、広域化・共同化及び官民連携を推

進してまいります。 

住環境の整備については、県営住宅の計画的な建替え等の推進、高齢者

・子育て世帯等の住宅確保要配慮者の居住の安定確保、住宅の省エネ化等

に取り組んでまいります。 

災害時の避難場所、緑と触れあう憩いの場、レクリエーション活動の場

としての都市公園整備を推進します。 

 

離島・過疎地域の持続可能な地域づくりについて申し上げます。 

離島地域においては、離島の資源と魅力を生かした産業振興を図るため、

「離島フェア」の開催や販売戦略の構築、人材育成等の支援を通した離島

特産品の販路拡大のほか、離島訪問の促進、拠点整備によるテレワーカー

の高付加価値化等に取り組みます。 

また、離島・過疎地域の活性化を図るため、児童の離島体験交流、離島



27 

 

住民と連携した体験ツアーの造成等による関係人口の創出・拡大に取り組

むとともに、人口の維持・増加を図るため、移住情報を広く発信し、移住

希望者の相談に随時対応するほか、移住相談会や体験ツアーの実施など、

移住・定住の促進に取り組みます。 

さらに、離島町村等における持続可能な行政サービスの提供体制を構築

するため、人材確保及び業務効率化に関する支援に取り組みます。 

情報通信については、公共施設へのＷｉ－Ｆｉ整備により利便性の向上

を図るとともに、南大東島と北大東島を結ぶ海底光ケーブルの令和８年３

月の供用開始に向け取り組んでまいります。 

離島航空路の確保と維持に向けて、計画的な空港施設の更新整備と機能

向上に取り組むほか、離島港湾において、防災・減災対策や海上交通の安

全性・安定性の確保、利便性の向上など、港湾機能の強化・拡充に取り組

みます。 

伊平屋空港については、整備に向けた課題解決に取り組んでまいります。 

また、空港、港湾等の交通拠点を相互に連結させ、防災・減災、国土強

靭化に資する県道石垣空港線、マクラム通り線等の整備を推進します。 

離島住民の定住条件整備を図るため、離島住民の交通コストの負担軽減

や不足する離島航路の船員確保に取り組むとともに、小規模離島における

給油所等の維持存続に向け、石油製品の販売に関する法定検査費等の支援

に取り組んでまいります。 

また、離島・過疎地域における公共交通等の維持・確保に向け、自動運

転技術の社会実装に取り組んでまいります。 

 

世界に誇る自然環境・生物多様性の保全・継承について申し上げます。 

環境分野においては、沖縄の豊かな自然の恵みを継承する、持続可能な

循環共生社会の実現を目指します。 
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本県の自然環境の保全・継承を図るため、希少野生動植物の保護対策や

外来種対策の推進、国立沖縄自然史博物館誘致に関する方針の策定及び県

内外での機運醸成の推進、更なる赤土等流出防止に向けた総合対策の推進

に取り組むとともに、地域猫活動など動物愛護の取組を充実・強化してま

いります。 

また、北部地域の水源かん養機能の維持や環境保全、地域振興などやん

ばるの森・いのちの水を守る取組を推進します。 

脱炭素社会の実現に向けて、電動車導入に係る補助対象の拡大等の取組

を引き続き推進するとともに、循環型社会の構築に向けて、廃棄物の３Ｒ

や適正処理等の推進に取り組みます。 

クリーンエネルギーの導入促進に向けて、税制上の特例措置の活用促進 

等による民間事業者の投資の誘発を図るとともに、離島における太陽光発 

電等の補助や、風力発電及び海洋温度差発電の可能性調査等に取り組んで 

まいります。 

また、食品ロスの削減に向け、各業界団体等と連携を図りながら広報・

啓発等に取り組んでまいります。 

 

沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展について申し上げます。 

琉球歴史文化の日を中心に、沖縄の歴史と文化への理解を深め、多様で

豊かな沖縄文化を守り、育むための取組を推進します。 

また、昨年設立した沖縄県ユネスコ登録推進協議会を中心に、琉球料理

をはじめとした沖縄の伝統文化についてユネスコ無形文化遺産登録を通じ

て、沖縄の歴史と文化を県民が再認識する契機につなげると同時に、その

価値を世界に発信し、国内外との交流人口の拡大を図ります。 

沖縄空手の保存・継承・発展のため、指導者・後継者の育成、沖縄空手

会館を拠点とした「空手発祥の地・沖縄」の発信、大阪・関西万博での沖
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縄空手をはじめとする伝統文化公演の実施、空手ツーリズム等に取り組ん

でまいります。 

沖縄の貴重な文化財の保存活用を図るため、修復・復元や伝承者の養成、

指定に向けた調査を推進します。 

 

教育振興について申し上げます。 

確かな学力を身に付ける学校教育の充実に向け、主体的・対話的で深い

学びと教育ＤＸの推進を通した学力向上、教員の指導力向上に取り組みま

す。 

また、総合的な学習等において地域の歴史や平和に関する学習に取り組

みます。 

魅力ある学校づくりの推進による不登校やいじめの未然防止、組織的な

対応等、児童生徒支援体制の構築に取り組みます。 

学校における体力向上や食育などの健康教育、交通・災害等の安全教育

の推進に取り組むほか、安心して学べる学校施設の整備に取り組みます。 

 幼児児童生徒が豊かな人生を切り拓くことができるよう、学校の特色化

・魅力化に取り組みます。 

 児童生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、個々の能力を伸ばす

教育やキャリア教育の推進に取り組みます。 

 また、インクルーシブ教育を推進し、障害のある生徒等の自立と社会参

加を見据えた特別支援教育の充実を図るとともに、中部地区への新たな特

別支援学校の設置に向けた工事に着手します。 

 教職員が心身共に健康で本来の職務に専念し、働きやすさと働きがいを

実感できる環境整備に向け、働き方改革及びメンタルヘルス対策を一体的

に推進するとともに、教職員の確保に取り組みます。 

児童生徒等が、家庭の経済状況等に左右されることなく安心して教育を
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受けられるよう、中学生の給食費や中高生のバス通学費等の支援、就学援

助制度と給付型奨学金の実施、高等教育の修学支援に取り組みます。 

 高校未設置離島出身生徒の居住費等の支援や離島高校生の部活動派遣費

の一部補助等、家庭の経済的負担軽減に取り組みます。 

 生涯学習環境の充実のため、関係機関等と連携・協働し、学習情報や機

会の提供に取り組みます。 
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Ⅲ 提出議案について 

次に、甲第１号議案から甲第 39 号議案までの予算議案について御説明申

し上げます。 

令和７年度は、「新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画（中期）」がスタ

ートし、沖縄振興を更に加速させるための取組を力強く推進していく重要

な年であります。 

このため、「重点テーマ」に沿った施策の推進、「沖縄県ＰＤＣＡ」等

の反映及び「新沖縄県行政運営プログラム」の推進を図ることで、社会経

済情勢の変化を的確に捉え、喫緊の課題に対応するとともに、若手職員を

はじめとする職員の「自由」で「独創的」な発想を施策に反映させつつ、

一つ一つの施策・事業の効率性や実効性の向上、スクラップ・アンド・ビ

ルドの更なる徹底を図ることで限られた財源を重点的に配分するとの基本

的な考え方により、令和７年度予算を編成しました。 

その結果、令和７年度当初予算は、 

一般会計において、 8,893 億 6,000 万円 

特別会計において、 2,458 億 6,292 万７千円 

企業会計において、 1,527 億 6,994 万２千円 

の規模となっております。 

 令和６年度補正予算につきましては、甲第25号議案「令和６年度沖縄県

一般会計補正予算（第６号）」及び甲第26号議案「令和６年度沖縄県水道

事業会計補正予算（第２号）」において、国の補正予算関連事業等を実施

するために、緊急に予算計上が必要な事業として、一般会計において167

億6,456万８千円を計上しているほか、水道事業会計において所要の補正予

算額を計上しております。 

また、甲第27号議案「令和６年度沖縄県一般会計補正予算（第７号）」

から甲第39号議案「令和６年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）」
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までの議案において、事業の執行状況に応じた所要の補正を行うこととし

ており、一般会計において347億4,290万２千円を計上しているほか、11特

別会計及び病院事業会計において所要の補正予算額を計上しております。 

 これらの補正予算につきましては先議案件として御審議を賜りますよう

お願い申し上げますが、そのうち甲第25号議案及び甲第26号議案につきま

しては、早期執行の観点から、議会冒頭での先議案件として御審議を賜り

ますようお願い申し上げます。 

 

次に、乙第１号議案から乙第43号議案までの乙号議案につきましては、

条例議案が「沖縄県公文書等の管理に関する条例」及び「沖縄県文化芸術

振興基金条例」など30件、議決議案が「工事請負契約についての議決内容

の一部変更について」など10件、同意議案が「副知事の選任について」な

ど３件を提案しております。 

このうち、乙第 11 号議案「沖縄県税条例の一部を改正する条例」など５

件につきましては、先議案件として御審議を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

以上をもちまして、今回提案いたしました議案の説明といたします。 

慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申し上げます。

 

ユタサルグトゥ、ウニゲーサビラ。イッペーニフェーデービル。 

タンディガー、タンディ。 

シカイトゥ、ミーファイユー。 

フガラッサー。 


